
議案第３０号  

 

令和７年度東大阪市公共用地先行取得事業特別会計補正予算（第１回） 

 

令和７年度東大阪市公共用地先行取得事業特別会計補正予算（第１回）は、別紙のとお

りとする。 

 

  令和８年２月２７日提出 

 

 

東大阪市長 野 田 義 和  

 

 

 

 

 

 

 

 

 



令 和 ７ 年 度  東 大 阪 市 公 共 用 地 先 行 取 得 事 業 特 別 会 計 補 正 予 算 （ 第 １ 回 ）  

 

  令 和 ７ 年 度 東 大 阪 市 の 公 共 用 地 先 行 取 得 事 業 特 別 会 計 補 正 予 算 （ 第 １ 回 ） は 、 次 に 定 め る と こ ろ に よ る 。  

（ 歳 入 歳 出 予 算 の 補 正 ）  

第 １ 条  歳 入 歳 出 予 算 の 総 額 か ら 歳 入 歳 出 そ れ ぞ れ  1 8 , 6 3 4  千 円 を 減 額 し 、 歳 入 歳 出 予 算 の 総 額 を 歳 入 歳 出

そ れ ぞ れ  1,843,319 千 円 と す る 。  

    ２   歳 入 歳 出 予 算 の 補 正 の 款 ・ 項 の 区 分 及 び 当 該 区 分 ご と の 金 額 並 び に 補 正 後 の 歳 入 歳 出 予 算 の 金 額 は 、

「 第 １ 表  歳 入 歳 出 予 算 補 正 」 に よ る 。  

（ 繰 越 明 許 費 ）  

第 ２ 条  地 方 自 治 法 第 ２ １ ３ 条 第 １ 項 の 規 定 に よ り 翌 年 度 に 繰 越 し て 使 用 す る こ と が で き る 経 費 は 、 「 第 ２

表  繰 越 明 許 費 」 に よ る 。  

（ 地 方 債 の 補 正 ）  

第 ３ 条  地 方 債 の 変 更 は 、 「 第 ３ 表  地 方 債 補 正 」 に よ る 。  

 



1 1,400 688,266 689,666

2 財産売払収入 0 688,266 688,266

2 990,852 △10,300 980,552

1 繰入金 990,852 △10,300 980,552

4 869,700 △696,600 173,100

1 市債 869,700 △696,600 173,100

1,861,953 △18,634 1,843,319

財産収入

繰入金

市債

歳　　入　　合　　計

第１表　　歳入歳出予算補正

歳　　入

款 計

 千円

項 補正前の額

 千円

補　正　額

 千円



1 869,700 △696,600 173,100

1 公共用地先行取得費 869,700 △696,600 173,100

2 992,253 △10,300 981,953

1 公債費 992,253 △10,300 981,953

3 0 688,266 688,266

1 繰出金 0 688,266 688,266

1,861,953 △18,634 1,843,319

歳　　出

公共用地先行取得費

公債費

諸支出金

歳　　出　　合　　計

款 計

 千円

項 補正前の額

 千円

補　正　額

 千円



第  ２  表　  　  繰    越    明    許    費

款 項 事　  　  　業  　  　　名 金　　　　　　額

千円

千円

1 公 共 用 地 先 行 取 得 費 1 公 共 用 地 先 行 取 得 費 街 路 用 地 取 得 事 業 13,100

1 公 共 用 地 先 行 取 得 費 1 公 共 用 地 先 行 取 得 費 河 川 用 地 取 得 事 業 2,100



変    更

補              正              前 補              正              後

限 度 額 借 入 先 限 度 額 起債の方法 利 　　率 借 入 先 償 還 の 方 法

千円 千円

政府・府 普通貸借 政府・府

街 路 用 地 取 得 事 業 862,900 銀    行 166,300 又    は  6.0％以内 銀    行

そ の 他 証券発行 そ の 他

普通貸借

又    は  6.0％以内

証券発行

第  ３  表      地      方      債      補      正

起  債  の  目  的
起債の方法 利      率 償 還 の 方 法

10年(据置期間を含
む。)以内。ただし、
市財政の都合により据
置期間及び償還期限を
短縮し、もしくは繰上
償還又は借換えするこ
とができる。

10年(据置期間を含
む。)以内。ただし、
市財政の都合により据
置期間及び償還期限を
短縮し、もしくは繰上
償還又は借換えするこ
とができる。



公共用地先行取得事業特別会計

869,700 △696,600 173,100計

事業債

街路用地取得 △696,6001 街路用地取得事業債 △696,6001 869,700 △696,600 173,100公共用地先行取得債

　１項　市債

　４款　市債

990,852 △10,300 980,552計

金

一般会計繰入990,852 △10,300 980,552一般会計繰入金 1 一般会計繰入金 △10,3001

　１項　繰入金

△10,300

　２款　繰入金

0 688,266 688,266計

収入

土地建物売払0 688,266 688,266不動産売払収入 688,2661 土地売払収入 688,2661

補正前の額 補　正　額 計

 千円  千円  千円

　１款　財産収入

　２項　財産売払収入

目

歳入歳出補正予算事項別明細書

１　　歳    入

 千円  千円

節

区　　分 金　　額
説　　　　　　　　　　　　　　明



２　　歳    出

節補　正　額　の　財　源　内　訳

一般財源
その他国府支出金

特　　　　定　　　　財　　　　源

　１款　公共用地先行取得費

　１項　公共用地先行取得費

 千円

補正額

地方債

計
区　　分

 千円 千円  千円

目 補正前の額

千円 千円  千円

説　　　　　　　　　　　　明
金　　額

 千円 千円

166,300△696,6001 街路用地取 862,900 △696,600 16 △181,600公有財産購入 ○街路用地取得事業 △696,600

得事業費 費 △181,600　土地購入費

△515,000　補償金
21 △515,000補償補填及び

賠償金

869,700 173,100 00 0△696,600

　１項　公債費

　２款　公債費

計 △696,600

4,359△10,3002 利子 14,659 △10,300 22 △10,300償還金利子及 ○公債費 △10,300

び割引料 △10,300　既往債利子

992,253 981,953 △10,3000 00

　１項　繰出金

　３款　諸支出金

計 △10,300

688,266688,2661 一般会計繰 0 688,266 27 688,266繰出金 ○一般会計繰出金 688,266

出金 688,266　一般会計繰出金

計 688,2660 688,266 688,2660 00

公共用地先行取得事業特別会計


